
本報告書は、経営ミッション「化学でやさしい未来づくり」のもと、当
社がどのように社会的責任を果たしているのかをステークホルダー
の皆様にご報告するものです。持続可能な社会の実現を目指し、主
に環境、社会、ガバナンスに関する取り組みを掲載しています。

編集方針

会 社 名：堺化学工業株式会社
　　　　　（SAKAI CHEMICAL INDUSTRY CO., LTD.）

創 　 立：1918年６月25日
設 　 立：1932年２月25日
本 　 社：〒590-8502　堺市堺区戎島町５丁２番地
資 本 金：21,838百万円
従 業 員：連結2,024名、単体773名
生産拠点：堺事業所、小名浜事業所、湯本工場、泉北工場、
　　　　 大剣工場、松原工場

会社概要（2022年３月31日現在）
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当社の創業は、1918年に酸化亜鉛の製造法の改善に成功し
たことから始まります。その後、人々の生活や価値観が変化す
る中で、バリウム、酸化チタンをベースにコア技術（無機粉体
加工、有機合成、医薬品製造）を磨き、時代のニーズに応える
製品を事業化し、現在ではスマートフォンや自動車、化粧品な
ど最先端のモノづくりを支えています。

事業内容

2021年度（2021年４月１日から2022年３月31日）
一部報告対象期間外の内容を含みます。

報告対象期間

2022年８月

発行

堺化学工業㈱の取り組みを中心に、一部連結子会社の内容も含
みます。
・堺化学工業㈱、当社：堺化学工業株式会社
・堺化学グループ：堺化学工業株式会社および連結子会社
限定された範囲である場合は、個別に対象範囲を記載しています。

報告対象組織
経営ミッション

化学でやさしい未来づくり
思いやりの心と技術革新で社会の快適と
安心を支える素材を創造します

国内

組織ビジョン

わくわくカンパニー
ワクワクする会社をみんなでつくります

●堺化学グループネットワーク

●お客様のために、安全に配慮した時代のニーズに応える付加価
値の高い、社会に有用な製品・サービスを提供し、豊かな未来に
貢献します。

●広く社会のために、全ての法令およびその精神を順守し、反社
会的勢力とは一切関係をもたず、良識に則った行動に努めます。

●株主、投資家のために、企業情報をタイムリーかつ公正に開示
するとともに健全で誠実な企業経営を行い、事業の継続的な発
展を図ってまいります。

●取引先のために、よきパートナーシップを構築し、健全で公正な
取引を通じて豊かな共生を実現します。

●地域社会のために、環境保全と安全をすべてに優先し、クリーン
な企業活動を実践し信頼される良き企業市民を目指します。

●共に働く社員等のために、お互いを敬い、多様性を尊重し、安全
で快適な職場環境の中で共に成長していくことを目指します。

●会社資産の保護のために、会社が保有する知的財産、重要な秘
密情報を社内ルールに従い適切に管理します。

企業行動基本方針

企業コンセプト

製造

販売

堺化学工業㈱、カイゲンファーマ㈱、大崎工業㈱、
レジノカラー工業㈱、共同薬品㈱、SC有機化学㈱、
日本カラー工業㈱、㈱片山製薬所
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トップメッセージ
堺化学のマテリアリティ
気候変動への対応
暮らしの中の堺化学グループ
財務情報
ガバナンス
湯本工場爆発火災事故の調査報告
お取引先とのかかわり
従業員とともに
地域社会とともに
環境とともに

堺商事㈱

海外

製造

販売

SAKAI CHEMICAL (VIETNAM) CO., LTD.
SIAM STABILIZERS AND CHEMICALS CO., LTD.
PT. S&S HYGIENE SOLUTION

SAKAI TRADING NEW YORK INC.
SAKAI AUSTRALIA PTY LTD.
堺商事貿易（上海）有限公司
台湾堺股份有限公司
SAKAI TRADING (THAILAND) CO., LTD.

　まず、昨年（2021年）5月11日に弊社湯本工場で発生した
爆発火災事故において、負傷された方々をはじめ各方面の皆様
に対し、多大なるご迷惑とご心配をおかけしましたことを深くお
詫び申し上げます。当事故につきましては、後ほど別ページ
（P.14ご参照）において詳細をご報告いたします。
　さて、2021年度の環境・社会等に関する取り組みがまとまり
ました。これらをご報告するにあたり、私から一言申しあげます。
　当社は電子材料や化粧品材料をはじめ、顔料、樹脂添加剤、
触媒、有機化学品、医薬品等、様々な産業や人々の暮らしを支
える事業を展開しております。私たちは持続可能な社会を支え
る存在として、ESG経営を体現していかなければなりません。私
たちが掲げるミッション「化学でやさしい未来づくり」には、その
ような思いを込めています。
　本年4月より、当社は東証プライム市場の上場会社として新
たにスタートを切りました。資本市場において経済価値を高め
つつ、事業活動を通じて得た富をいかに社会に還元するかが私
たちの大きな課題です。
　当社におきましては、「人々を幸せにする」「地球環境を守る」
「モノづくりで社会の課題を解決する」「透明で強固な経営体制
を築く」の4つをテーマに11のマテリアリティとKPIを設定し、
各取り組みを開始したところです。この取り組みはまだ緒に就
いたばかりですが、概要を以下にご説明いたします。

【環　境】
　今や世界的課題であるCO₂排出量の削減は、当社において
も最重要課題のひとつであり、2030年度削減率（対2013年
度比）を30％と定め、2050年のカーボンニュートラル達成に
向けて、ロードマップを策定しました。今後は生産プロセスの見
直しや次世代エネルギーの導入なども含めて検討を進めてま
いります。また、予てからの課題である廃棄物量の削減につい
ては、2025年度削減率（対2021年度比）を25％と定め、原料
鉱石からの収率向上をはじめ、3R(Reduce ,  Reuse ,  
Recycle)を推進しております。いずれも中長期的な取り組み
ですが、着実に進めてまいります。

【社　会】
　先般の湯本工場の事故を踏まえ、工場操業における保安防災

と安全衛生の強化を最重要課題としております。大変不名誉な
がら、2022年度には湯本工場を含む小名浜事業所が安全管
理特別指導事業場に指定されました。これを機に、社員や関係
者が、より安全でかつ安心して働ける職場づくりに努めてまい
ります。
　一方で、社員のやりがいと幸福を実現する取り組みも進めて
います。人事制度を刷新し、様々な社員が勤務場所を選択でき、
家庭事情やライフステージに応じた働き方を可能にするととも
に、学歴や年功に関係なくチャレンジし、能力を開花できる環境
を整えているところです。さらに、様々な価値観を認め合い、多様
性に富んだ活気あふれる風土づくりにも取り組んでまいります。

【コーポレート・ガバナンス】
　当社の取締役会における重要課題に、事業ポートフォリオの
見直しと経営人材の育成があります。この変化の激しい状況に
おいては、私たちはこれまで以上に今後どの方向を目指すべき
かを真剣に議論していかなければなりません。そして、その方向
へ組織を力強く推し進める人材、さらには将来の方向を自ら考
え、指し示すことのできる人材の育成が急務と考えております。
　2021年度から導入した執行役員制度を最大限に活かしつ
つ、この課題に取り組んでまいります。

　現在もなお、新型コロナウイルスは収束を見せず、ウクライナ
情勢は緊迫した状況が続いています。私たちを取り巻く環境
は、ここ数年間であらゆる分野において大きく様変わりしまし
た。特にウクライナ情勢は、エネルギーや食糧問題といった生
活に不可欠な領域のリスクを顕在化させ、この先もしばらくは混
沌とした時代が続くものと覚悟しなければなりません。
　そうした中でも、私たちはサステナブルな存在として社会に
価値を提供し続けなければなりません。そのためにも既存事業
に囚われることなく、新規製品の開発・上市を製販一体となって
早急に進めるため、組織変更や人材育成をはじめ、DX等を活
用した業務全般の効率化や生産体制の見直しなどの改革を実
行しているところです。

　ステークホルダーの皆様におかれましては、今後とも一層の
ご指導、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

代表取締役社長
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